
◎公益通報者保護法の一部を改正する法律 
（令和二年六月一二日法律第五一号）   

一、 提案理由（令和二年五月一五日・衆議院消費者問題に関する特別委員会） 

○衛藤国務大臣 ただいま議題となりました公益通報者保護法の一部を改正する法律案

につきまして、その提案理由及び概要を御説明申し上げます。 

 公益通報者保護法の制定後においても、消費者の安全、安心を損なう社会問題化する

事業者の不祥事が明らかになっています。こうした国民の生命、身体、財産その他の利

益の保護にかかわる法令違反の発生状況等に鑑み、これらの法令の規定の遵守を図る必

要があります。 

 こうした状況を踏まえ、事業者に対して公益通報に適正に対応するために必要な体制

の整備を義務づけるとともに、公益通報者及び通報対象事実の範囲の拡大並びに公益通

報者の保護の強化を行うなどの必要があるため、この法律案を提出した次第です。 

 次に、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、通報者に対する不利益な取扱いを未然に防止するとともに内部通報に適切に

対応できるようにするため、事業者に対して必要な体制の整備等を義務づけ、その違反

に対して行政措置を導入することとしています。また、通報者を特定させる情報の守秘

を義務づけ、その違反に対して刑事罰を導入することとしています。 

 第二に、行政機関等への通報を行いやすくするため、権限を有する行政機関に対する

通報の保護要件について、氏名等を記載した書面を提出する場合を追加するとともに、

被害の拡大の防止等に必要と認められる者に対する通報の保護要件について、財産に対

する損害のある場合等を追加することとしています。また、公益通報に適切に対応でき

るようにするため、権限を有する行政機関に対して必要な体制の整備等を義務づけるこ

ととしています。 

 第三に、退職者や役員を保護者の対象となる者に追加するとともに、行政罰の対象と

なる不正を保護の対象となる通報に追加することとしています。また、公益通報をした

通報者に対して損害賠償を請求することができないこととしています。 

 また、一部の附則規定を除き、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において

政令で定める日から施行することとしています。 

 以上が、この法律案の提案理由及び概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同いただきますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院消費者問題に関する特別委員長報告（令和二年五月二二日） 

○土屋品子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、消費者問題に関する特

別委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、公益通報者保護法の施行後においても、消費者の安全、安心を損なう事業者

の不祥事が発生している状況に鑑み、法令の遵守を図るため、事業者に対して内部通報

への適切な対応体制の整備を義務づけるとともに、保護の対象となる公益通報者等の範



囲の拡大、公益通報者の保護の強化等を行おうとするものであります。 

 本案は、去る五月十五日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会

に付託されました。 

 委員会におきましては、同日衛藤国務大臣から提案理由の説明を聴取し、十九日に質

疑に入り、二十一日質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、本案に対し、自由民主党・無所属の会、立憲民主・国民・社保・無所属

フォーラム、公明党、日本共産党及び日本維新の会・無所属の会の五派共同提案によ

り、不利益取扱いの理由が通報によるものであることの立証責任の転換について、政府

が行う検討の対象に追加する旨を内容とする修正案が提出され、趣旨の説明を聴取いた

しました。 

 引き続き、討論、採決を行った結果、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも全会

一致をもって可決され、本案は修正議決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇委員会修正の提案理由（令和二年五月二一日） 

○青山（大）委員 ただいま議題となりました公益通報者保護法の一部を改正する法律

案に対する修正案につきまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 本修正案は、政府がこの法律の施行後三年を目途として検討を加える対象として、公

益通報をしたことを理由とする公益通報者に対する不利益な取扱いの「裁判手続におけ

る請求の取扱い」を明記するものであります。これは、立証責任の転換に関する規定の

創設も視野に入れて検討することを政府に義務づける趣旨であります。 

 以上であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年五月二一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 本法の改正趣旨や各条項の解釈等について、現行の公益通報者保護法及び公益通報

窓口とともに、労働者、退職者、役員、事業者、地方公共団体、関係行政機関等に十

分周知徹底すること。周知に当たっては、公益通報者保護法の認知度が低いことを踏

まえて、認知度が上がらなかった要因を分析すること。 

二 本法に基づき内閣総理大臣が定める指針において内部通報体制整備義務の内容を定

めるに当たっては、法令遵守の促進の観点に加え、通報者への不利益取扱いの防止や

通報者の氏名等の秘密の保持など通報者保護の観点を明確化するほか、内部通報に関

する具体的な記録の作成・保管など内部通報制度の利用状況や通報者保護の状況を事

後的に検証できるよう、内部通報体制整備の在り方について検討を行うこと。 

三 消費者庁は、内部通報体制整備義務の履行を徹底するため、同庁内部の人材育成・

人員増強を行うとともに、将来的に不利益取扱いをした事業者に対する行政措置を十



分に担うことのできる体制を整えるための組織的基盤の強化を図ること。 

四 消費者庁は、内部通報体制整備義務の履行に関する行政措置を行うに当たり、その

円滑・確実な実施に向けて、関係行政機関の協力を得つつ運用すること。 

五 公益通報対応業務従事者等の守秘義務が解除される「正当な理由」については、事

業者がとるべき措置に関して考え方を明らかにするとともに、通報者の氏名等が不要

に漏らされることのないよう、公益通報対応体制の整備の促進に努めること。 

六 本法に基づき事業者が定めなければならない公益通報対応業務従事者に対する研

修・教育を十分に行うこと。 

七 通報をしようとする者が事前に相談する場が必要であることから、民間における通

報・相談の受付窓口の更なる充実に関し、日本弁護士連合会等に協力を要請すること。 

八 本法附則第五条に基づく検討に当たっては、行政処分等を含む不利益取扱いに対す

る行政措置の導入、立証責任の緩和、退職者の期間制限の在り方、通報対象事実の範

囲等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 

三、 参議院地方創生及び消費者問題に関する特別委員長報告（令和二年六月八日） 

○佐藤信秋君 ただいま議題となりました法律案につきまして、地方創生及び消費者問

題に関する特別委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、公益通報者及び通報対象事実の範囲の拡大並びに公益通報者の保護の強

化を行うとともに、事業者に対して必要な体制の整備等を義務付ける等の措置を講じよ

うとするものであります。 

 なお、衆議院におきまして、附則の検討規定に、検討対象として、裁判手続における

請求の取扱いを明記する修正が行われております。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、公益通報者及び通報対

象事実の範囲を更に拡大する必要性、公益通報者への不利益取扱いに対する行政措置や

刑事罰を導入する必要性、内部通報体制整備義務の実効性を確保する方策等について質

疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年六月五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 本法の改正趣旨や各条項の解釈等について、現行の公益通報者保護法及び公益通報

窓口とともに、労働者、退職者、役員、事業者、地方公共団体、関係行政機関等に十

分周知徹底すること。周知に当たっては、公益通報者として保護される要件を分かり

やすく解説するとともに、公益通報者保護法の認知度が低いことを踏まえて、認知度

が上がらなかった要因を分析し、それを解消する工夫を図ること。 



二 内部通報制度に対する労働者等の信頼性を高め、かつ、内部通報制度の導入に向け

た事業者のインセンティブの向上を図るため、第三者認証制度の創設も含め、内部通

報制度認証の更なる普及促進を図ること。 

三 役員による事業者外部に対する公益通報の保護要件として求められる調査是正措置

について、役員による公益通報を過剰に抑制するようなことがないよう、事業者内部

における通報対象事実の是正可能性の有無・程度や、公益通報をした役員に対する不

利益取扱いの蓋然性に留意した調査是正措置の在り方に関する考え方を明らかにする

こと。 

四 本法に基づき内閣総理大臣が定める指針において内部通報体制整備義務の内容を定

めるに当たっては、法令遵守の促進の観点に加え、通報者への不利益取扱いの防止や

通報者の氏名等の秘密の保持など通報者保護の観点を明確化するほか、内部通報に関

する具体的な記録の作成・保管等を通じて、各事業者における内部通報制度の利用状

況や通報者保護の状況を事後的に検証できる仕組みとするよう検討すること。 

五 中小事業者を含め実効的な内部通報体制の整備が促進されるよう、事業者の業種、

規模等に応じて導入可能な内部通報体制の好事例の周知、業界団体等による共通窓口

の設置支援など効果的な普及・促進に努めること。 

六 消費者庁は、内部通報体制整備義務の履行を徹底するため、消費者庁内部の人材育

成・人員増強を行うとともに、将来的に不利益取扱いをした事業者に対する行政措置

を十分に担うことのできる体制を整えるため、外部の専門家の知見の活用も含め、組

織的基盤の強化を図ること。 

七 消費者庁は、内部通報体制整備義務の履行に関する行政措置を行うに当たり、その

円滑・確実な実施に向けて関係行政機関の協力を得つつ運用すること。 

八 公益通報対応業務従事者が守秘義務を確実に守りつつ不安を感じることなく公益通

報対応業務に臨めるよう、具体的な業務における留意事項等を定めたガイドラインを

整備するとともに、必要な研修・教育を十分に行うこと。 

九 公益通報対応業務従事者等の守秘義務が解除される「正当な理由」については、通

報者が安心して通報できるよう詳細な解釈を明らかにするほか、事業者がとるべき措

置に関して考え方を明らかにすること。また、通報対象事実の調査及びその是正に必

要な措置等を講ずる過程における過失又は周辺状況からの推測等により通報者の氏名

等が不要に漏らされることのないよう、調査及びその是正に必要な措置等の手法に関

する好事例の収集・周知等を行い、適切な公益通報対応体制の整備の促進に努めるこ

と。 

十 行政機関における公益通報対応体制の整備義務の履行が徹底されるよう、小規模な

地方公共団体における公益通報対応体制の在り方について検討を行い、必要な支援策

を講ずること。 

十一 通報をしようとする者が事前に相談する場が必要であることから、民間における



通報・相談の受付窓口の更なる充実に関し、日本弁護士連合会等に協力を要請すると

ともに、国及び地方の行政機関における通報・相談の受付窓口の整備・充実に努める

こと。 

十二 消費者庁に開設する一元的相談窓口において、通報者からの相談対応の一層の充

実を図るとともに、通報者への十分な支援を行うこと。また、行政機関が不適切な通

報対応を行った事例が生じてきたことに鑑み、通報者から行政機関における通報対応

に関する意見・苦情を受けた際は、適切な対応を求めること。 

十三 本法附則第五条に基づく検討に当たっては、行政処分等を含む不利益取扱いに対

する行政措置・刑事罰の導入、立証責任の緩和、退職者の期間制限の在り方、通報対

象事実の範囲、取引先等事業者による通報、証拠資料の収集・持ち出し行為に対する

不利益取扱い等について、諸外国における公益通報者保護に関する法制度の内容及び

運用実態を踏まえつつ検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 

  右決議する。 

 


